
2021 年 11 月 15 日 

 

【長良川から世界遺産白川郷へ 12 月実証運行開始】 

ポストコロナの新たな観光需要創出に向けた 岐阜乗合自動車の実証運行 

長良川温泉から白川郷へ 岐阜を縦断する日帰りワンコインバスツアーの開始 

 

 

株式会社十六総合研究所（社長 秋葉 和人）は、

岐阜・長良川流域の周遊・滞在型観光地域づくりの

一環として、観光庁の「既存観光拠点の再生・高付

加価値化推進事業」の支援メニューを活用し、長良

川温泉を起点とする岐阜乗合自動車の実証運行企画

の立案をサポートしております。 

 

このたび 12月より、「名古屋⇔長良川温泉の無料

シャトルバス」に加え、ワンコイン日帰りバスツア

ー「冬の世界遺産白川郷と郡上八幡散策」の実証運

行が開始されることになりましたので、お知らせし

ます。 

 

 

１．実証運行について 

岐阜長良川温泉旅館協同組合は、with コロナ・ポストコロナの観光地づくりに向け、本

年３月より「マーケティング委員会」を立ち上げ、月次宿泊データの分析、全宿泊施設共通

の宿泊者向けアンケ―トに基づく分析、地域全体の観光ビジョン・アクションプラン策定を

開始しています。同委員会には、地域連携 DMOである NPO法人 ORGANと当社が加わり、議論

の醸成を図っています。 

岐阜乗合自動車による、長良川温泉に宿泊するお客さまの滞在時間を伸ばすためのエク

スカーションバスは、10月より実証運行しております。10月～11月は関市「モネの池」と

郡上市・郡上八幡散策のワンコインツアーバスを運行しております。 

このたび、12月からの冬季運行については、同委員会等において目的地を検討した結果、

岐阜県のシンボルである世界遺産・合掌造り集落を有する「白川郷」を目的地とすることと

いたしました。 

 

２．世界遺産 白川郷（岐阜県大野郡白川村）について 

長良川マーケティング委員会によるデータ分析により、他県から長良川温泉への最大の

顧客層は、宿泊者の 20％強を占める愛知県のお客さまであることを確認しました。 

一方、世界遺産・合掌造り集落のある岐阜県白川村は、全国に高い知名度を誇りますが、



日本有数の豪雪地帯であり、冬季は日本人観光客の入込客数が落ち込む傾向があります。愛

知県をはじめ、雪の少ない都心部の住民からすると、冬の白川村は雪が深すぎて行けないの

では、というイメージがあり、冬季の旅行目的地としては回避される傾向があるためです

（実際は村の除雪力は十分に高く、自家用車や高速バス等で冬季も問題なく到着すること

ができます）。 

白川村で冬季に日本人観光客が減少する傾向は、新型コロナ発生前はインバウンド観光

客がこれを埋めあわせていたため、地域にとって大きな課題と認識されていませんでした。

しかし新型コロナ終息がいまだ見込めず、インバウンド観光客の戻りが今しばらく先とな

る見通しの中、観光が地域経済の主軸である白川村にとって冬季の日本人観光客の集客力

向上は地域課題の一つです。 

 

３．当社の取組み 

当社は長良川流域・白川村のいずれもゆかりが深く、両地域の地域課題解決に深く関与し

てまいりました。今回の実証運行は、長良川温泉にとってはお客さまの滞在時間延長、白川

村にとっては冬季の集客力向上に結びつき、両者にとって有効な取組みと考えます。 

■長良川流域に関して 

NPO 法人 ORGAN（観光庁登録「地域連携 DMO」）と十六銀行の間で 2016 年 5 月に締結され

た「観光地域づくりに関する協定」に基づき、当社は長良川流域の周遊・滞在型観光地づく

りを目指した協力関係を築いてまいりました。長良川マーケティング委員会には NPO 法人

ORGANとともに当社が議論に加わり「長良川 DMO」機能の実装・強化に協力しています。 

■白川村に関して 

当社は、2020 年を始期とする村の最上位計画「白川村第二次総合戦略」の策定を受託し

たほか、白川郷から世界に発信するお菓子「ゆいのわ」の共同開発なども手掛けており、か

ねてより村の地域課題解決に全面的に協力しています。 

 

４．観光庁「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事業」について 

 長良川流域では、観光庁「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事業」の支援メニュー

を活用し、岐阜乗合自動車による実証運行のほか、 

・岐阜市による「プレミアムな長良川鵜飼観覧」を実現する高級船の導入 

・岐阜乗合自動車による、路線バスを利用した謎解きゲームイベントの実施 

・長良川温泉の各宿泊施設による高付加価値化を目指した改装投資 

 ・地域内の観光施設によるにぎわい向上につながる改装や店舗誘致 

など、地域全体が魅力・収益力を向上させる事業を連続的・短期集中的に取り組んでいます。 

現在、関係団体がそれぞれ交付決定を受けて改装工事等に着手しており、2022 年 2 月を

めどに全体の投資が完了する見込みです。 

これら一連の事業の完了に向け、当社は面的に支援を続けてまいります。 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


